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事業報告書 

 

１ 法人の概要 

法人名    一般財団法人 新見公立大学まんさく会 

設立年月日  令和７年１１月４日 

事業年度   令和７年１１月４日から令和８年３月３１日まで 

目的      本法人は、新見公立大学の教育・研究活動の支援及び学生支援の充実等を目

的として設立されたものである。 

 

２ 当該事業年度の事業の概要 

本事業年度は、法人設立初年度にあたり、主として後援会および同窓会からの事業及び資産

の引継、並びに法人としての運営体制の整備を行った。 

あわせて、学生支援を中心とした各種事業を実施した。 

 

３ 主な事業内容 

（１）法人事業 

理事会および評議員会を開催し、法人運営に関する事項について審議を行った。 

（２）後援会事業 

各種学生支援事業を行った。主な事業は次のとおり。 

 ・鳴滝祭運営助成 

 ・食堂昼食代、飲料水代の補助 

 ・公務員試験対策講座実施 

 ・卒業記念品 

 ・コンビニ運営補助 

 ・物価高に対する食の支援事業 

（３）同窓会事業 

   令和７年１１月３０日、同窓生７９名が参加し、初の全体同窓会であるホームカミングデ

ーを実施した。 

   期別の同窓会開催の支援を行った。 

（４）収益事業 

   大学グッズの作成及び販売を収益事業として実施した。 

作成した大学グッズについては、後援会、同窓会における配布、卒業式における一般販売

に活用した。 

 

４ 重要な運営上の事項 

（１）法人設立に伴う体制整備 

法人設立初年度として、理事会運営、会計処理、規程整備等、法人運営に必要な体制の整

備を行った。 



（２）設立前事業・資産の整理 

法人設立前に発生した取引や支出については、会計基準に基づき、設立前引継調整として

適切に処理した。 

 

５ 役員に関する事項 

本事業年度における役員は、次のとおりである。 

  理事長  公文 裕巳 

  常務理事 鹿島  隆 

理事   宮﨑 博揮 

監事   黒杭 良雄 

 

６ 重要な後発事象 

該当事項なし。 

 

７ まとめ 

以上のとおり、本事業年度は、法人設立初年度として、後援会および同窓会からの事業・資

産の引継を適切に行うとともに、法人としての基盤整備および学生支援事業を着実に実施した。 

 

 

 

 

以上 

 

  



事業報告書の附属明細書 

 

当事業年度における事業報告書に関し、本文に記載した事項以外に、特に記載すべき事項はあ

りません。 



一般財団法人新見公立大学まんさく会 （単位：円）

【資産の部】 当年度 前年度 増減

Ⅰ　流動資産

現金及び預金 43,795,401 0 43,795,401

商品 171,885 0 171,885

貯蔵品 126,000 0 126,000

前払費用 336,576 0 336,576

流動資産合計 44,429,862 0 44,429,862

資産合計 44,429,862 0 44,429,862

【負債の部】 当期 前期 増減

Ⅰ 流動負債

買掛金 115,522 0 115,522

預り金（源泉所得税） 9,000 0 9,000

前受金 104,200 0 104,200

流動負債合計 228,722 0 228,722

負債合計 228,722 0 228,722

【正味財産の部】 当期 前期 増減

Ⅰ 一般正味財産 44,201,140 0 44,201,140

（うち基本財産への充当額） 3,000,000 0 3,000,000

正味財産合計 44,201,140 0 44,201,140

当期 前期 増減

負債及び正味財産合計 44,429,862 0 44,429,862

貸　借　対　照　表

（令和8年3月31日現在）



一般財団法人新見公立大学まんさく会 （単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１　経常増減の部

(1)経常収益

事業収益 1,839,130 0 1,839,130

受取会費 7,880,000 0 7,880,000

受取寄附金 42,310,930 0 42,310,930

雑収益 64,661 0 64,661

経常収益計 52,094,721 0 52,094,721

(2)経常費用

売上原価 25,106 0 25,106

事業費 10,371,367 0 10,371,367

管理費 230,830 0 230,830

経常費用計 10,627,303 0 10,627,303

当期経常増減額 41,467,418 0 41,467,418

２　経常外増減の部

（１）経常外収益

設立時拠出金 3,000,000 0 3,000,000

経常外収益計 3,000,000 0 3,000,000

（２）経常外費用

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 3,000,000 0 3,000,000

44,467,418 0 44,467,418

0 0 0

▲ 266,278 0 ▲ 266,278

44,201,140 0 44,201,140

設立前引継調整

一般正味財産期末残高

科目

正味財産増減計算書

（令和7年11月4日から令和8年3月31日まで）

当期一般正味財産増減額

一般正味財産期首残高



一般財団法人新見公立大学まんさく会 （単位：円）

法人事業 後援会事業 同窓会事業 収益事業 合計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１　経常増減の部

(1)経常収益

事業収益 0 1,727,150 81,000 30,980 1,839,130

売上高 30,980 30,980

学生支援等支出金 1,727,150 1,727,150

参加費収入 81,000 81,000

受取会費 0 7,880,000 0 0 7,880,000

後援会費収入 7,880,000 7,880,000

受取寄附金 1,000,000 38,363,917 2,947,013 0 42,310,930

後援会引継資産 38,260,917 38,260,917

同窓会引継資産 2,947,013 2,947,013

運営費用拠出金 1,000,000 1,000,000

受取寄附金 103,000 103,000

雑収益 0 62,692 1,969 0 64,661

受取利息 62,692 1,969 64,661

経常収益計 1,000,000 48,033,759 3,029,982 30,980 52,094,721

(2)経常費用

売上原価 0 0 0 25,106 25,106

売上原価 25,106 25,106

事業費 0 8,878,324 1,493,043 0 10,371,367

学生支援費 2,065,053 2,065,053

事業費 5,232,091 1,493,043 6,725,134

卒業記念品費 1,581,180 1,581,180

管理費 86,490 131,700 11,980 660 230,830

役員報酬 50,000 50,000

会議費 300 17,600 6,480 24,380

旅費交通費 30,000 30,000

通信費 35,040 5,955 5,170 46,165

諸会費 10,000 10,000

支払手数料 550 68,145 330 660 69,685

租税公課 600 600

経常費用計 86,490 9,010,024 1,505,023 25,766 10,627,303

当期経常増減額 913,510 39,023,735 1,524,959 5,214 41,467,418

２　経常外増減の部

(1)経常外収益

設立時拠出金 3,000,000 3,000,000

経常外収益計 3,000,000 0 0 0 3,000,000

(2)経常外費用

経常外費用計 0 0 0 0 0

当期経常外増減額 3,000,000 0 0 0 3,000,000

3,913,510 39,023,735 1,524,959 5,214 44,467,418

0

▲ 256,667 ▲ 9,611 ▲ 266,278

3,913,510 38,767,068 1,515,348 5,214 44,201,140

設立前引継調整

一般正味財産期末残高

正味財産増減計算書内訳表

（令和7年11月4日から令和8年3月31日まで）

科目

当期一般正味財産増減額

一般正味財産期首残高



注記 

 

１ 重要な会計方針 

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  貯蔵品は、学生支援事業のために一括取得した商品券であり、取得原価によって評価し

ている。 

（２）消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は税込方式によっている。 

 

２ 貸借対照表に関する注記 

（１）基本財産の内訳及び金額 

  預金 3,000,000円 

 

３ 正味財産増減計算書に関する注記 

（１）設立前引継調整額について 

  法人設立前期間に帰属する取引であって、設立後に内容が判明したものについては、当

期の事業活動による増減には含めず、一般正味財産の期首残高調整として、「設立前引継

調整額」△266,278円を別行で表示している。 



附属明細書 

 

計算書類に関する附属明細書については、財務諸表に対する注記に記載した事項のほか、

特記すべき重要な事項はありません。 


